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第5次環境基本計画（2018年4月）

「地域循環共生圏」の創造

地域資源を生かして自立・分散型の社会を形成する

持続可能な開発目標（SDGs）を踏まえて、環境・経済・社会の統合的向
上を図る。

地域資源を持続可能な形で最大限活用して、経済・社会の向上にも寄与
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第4次循環基本計画（2018年6月）

2.多種多様な地域循環共生圏形成による地域活性化

地域の特性に応じて、循環資源、再生可能資源、ストック資源や地域の人材、
資金を活用する自立・分散型社会を形成しつつ、森・里・川・海の自然的なつ
ながり、資金循環や人の交流等による経済的なつながりを深め、地域間で補完
し合う「地域循環共生圏」を形成し、資源の循環、生物多様性の確保、低炭素
化、地域の活性化等を目指す。

このような「地域循環共生圏」を形成していくためには地域住民、事業者、
NPO・NGO、行政、有識者等の継続的な連携が必要であり、様々な主体が連
携することで地域の共同体を再生し、地域住民の共同体としての機能の低下や
高齢化により生じる地域課題の同時解決も目指す。



地域主導での再生可能エネルギー導入による二
重の効果

第一の効果

地域的に得られる再生可能エネルギーを活用することにより、
これまで、エネルギーを購入するために域外に流出していた地
域の富が、域内にとどまることとなる。

第二の効果

固定価格買取制度により、自ら顧客を開拓しなくとも、地域的
に得られる再生可能エネルギーを用いて、域外の富を域内に持
ち込むことができる。

再生可能エネルギーは地方創生の切り札である。



地域的（民生用＋農林水産業
用）エネルギー支出総計（約42
兆円）は、地方税収総計（約19
兆円）の2.2倍（全国）

地域的エネルギー支出／地方税
収の全国平均は2.7

全国再エネ収入11456（億円/年）
地方税収の6.0％

（前提）太陽光：24円、風力：22円、地熱：26
円、水力：24円、バイオマス：24円、回避可能
原価6.17円 (1kWh当たり）と仮定

再エネ収入が仮に自治体内にとど
まった場合に、地方税収を上回る
市町村 107市町村



群馬県中之条町

自治体出資では
初めての新電力
「中之条電力」
の設立

岩手県住田町

ペレットボイラーによる冷暖房供給

http://www.town.sumita.iwate.jp/docs/2015022100018/



http://www.shimokawa.jp/shinrin/midori/info3

北海道下川町

チップボイラーによる地
域熱供給計画

53kW

高知県檮原町

未利用材を用い
たペレット生産
＋小水力＋風力



長野県栄村

根曲がり材を用
いたチップ生産
＋北野天満温泉
チップボイラー
(200kW)

岡山県真庭市

10MWの木質バイオマス発
電＋市役所はチップ・ペ
レットボイラーで冷暖房



140kW

400kW

福島県福島市土湯温泉

地元NPOが会社をつくって温泉発電
と小水力発電

秋田県鹿角市

地熱発電所、水力
発電所、風力発電
所によって、域内
の電気消費量の3倍
の電気を生み出し
ている



市民風車

北海道グ
リーンファ
ンド

石狩川河口

浜頓別

札幌市
モアレ沼公園

雪を利用した冷
房



北海道寿都町

市営風力発電所

岩手県一関市

一関市民発電所 11kW



山梨県都留市

市民に対するミニ公
募債によって小水力
発電を設置

2005年10月完成 20kW
事業費4300万円（うち1700万円が「つるのお
んがえし債」）

山梨県北杜市

日照時間日本一
NEDOのメガ
ソーラー実証施
設(2MW）(2008
年稼働）

村山六ヶ村堰水力
320KW （2007年稼働）



GREENY岐阜
2009年11月のコストでkW
あたり60万円で太陽光パネ
ルを6.3kW、500万円で
9.7kWhの蓄電池を設置。
2010年から稼働。

（出典）倉阪研究室調べ



地域環境権を位置づけた再エネ自治体条例

飯田市再生可能エネルギーの導入による持続可能な地域づくりに
関する条例

地域環境権の考え方の導入（第三条）

「飯田市民は、自然環境及び地域住民の暮らしと調和する方法により、再生可能エネ
ルギー資源を再生可能エネルギーとして利用し、当該利用による調和的な生活環境の
下に生存する権利（以下「地域環境権」という。）を有する。」（第三条）

地域金融施策の導入（第十条）

金融機関及び投資家による投融資資金が地域公共再生可能エネルギー活用事業に安定
的に投融資されることを促し、初期費用を調達しやすい環境を整えるための信用力の
付与

補助金の交付又は資金の貸付け（飯田市再生可能エネルギー推進基金の設置）

法案作成講座における再エネ関連法案・条例案

地域分散資源の地域主体による活用促進法案（2016年12月）

地域主体は、地域分散的に得られる資源を活用して生活を営む権利を有するものとし、地域分
散的資源を地域主体によって活用することを促進する仕組みを盛り込んだ。

熱の利用の促進に関する法律案（2014年11月）

市町村が認定した熱利用促進事業計画について、さまざまな優遇措置を設けるとともに、熱導
管で接続された土地について熱導管からの熱を優先して使用することなどの義務を設けた。

エネルギー協同組合法案（2013年12月）

地域の分散的エネルギー供給を進める主体としてエネルギー協同組合を設立できることとし、
市町村長が認定した組合の事業について、金融上の措置、税制上の措置などを用意した。また、
エネルギー協同組合内での電気・ガス・熱供給事業について規制緩和を行った。

地域のエネルギー活用条例案（2012年11月）

地域のエネルギー活用（再エネ＋省エネ（廃熱利用含む））についてさまざまなタイプの地方
条例案を作成した。

← これらの法案・条例案は、http://kurasaka.world.coocan.jp/ に掲載している。



地域分散的資源の地域主体による活用促進法案
（法案作成講座第12期 2016年12月）

（定義）

第二条 （略）

４この法律において「地域分散的資源」とは、再生可能エネルギー源、バイオマ
ス資源、循環資源、水資源のいずれかに該当する資源をいう。

５この法律において「地域主体」とは、地域分散的資源が得られる市町村の区域
に居住する者、所在する事業者又はこれらの者の組織する団体（これらの者が主た
る構成員又は出資者となっている法人を含む。）をいう。

（基本理念）

第三条地域主体は、当該主体に係る地域分散的資源を活用して生活を営む権利を
有する。

２地域分散的資源について所有権、地上権、永小作権、質権、賃借権、使用貸借
による権利又はその他の使用及び収益を目的とする権利を有する者であって、地域
主体でないもの（以下「地域外主体」という。）は、前項に定める地域主体の権利
を尊重しなければならない。

地域のエネルギー活用基本条例案
（法案作成講座第8期）

再生可能エネルギーの導入促進及び省エネルギーの推進（＝「地域のエネルギー活用」）

（地域のエネルギー活用の基本原則）

第三条 地域のエネルギー活用は、地域に存在するエネルギー源が地域の自然的社会的条件に
よって異なることにかんがみ、地域の自然的社会的条件に応じた形で進められなければならない。

２ 地域のエネルギー活用は、地域に存在するエネルギー源が地域固有の資源であることにかん
がみ、地域に根ざした主体によって地域の発展に資するように進められなければならない。

３ 地域のエネルギー活用は、そのための設備の設置等に伴って環境への影響が生じるおそれが
あることにかんがみ、環境への影響が可能な限り回避され、最小化されるように進められなけれ
ばならない。

４ 地域のエネルギー活用は、地域に存在するエネルギー源が自律分散的に得られるものである
ことにかんがみ、非常時における地域住民の安全や安心の確保に寄与するように進められなけれ
ばならない。

５ 地域のエネルギー活用は、県、市町村、事業者、民間団体及び県民が、それぞれ地域の自然
的社会的な背景を理解するとともに、地域のコミュニティの形成に寄与するように進められなけ
ればならない。



（コミュニティパワー事業の認定）

第十三条 県民、事業者又は民間の団体は、単独で又は共同して実施する地域のエネルギー活
用に係る事業の内容等が、地域に根ざした主体によって地域の発展に資するように進められる
事業の要件として次の各号に掲げるもののうち二以上の要件に適合している旨の知事の認定を
受けることができる。

一 当該事業の実施に関する計画の作成及びその実施に関する決定が、当該事業が実施される
地域の住民、地縁団体、事業者、市町村又はこれらの者からなる協議会（以下「地域関係者」
という。）によって行われると認められるもの

二 当該事業の実施に要する資金の大部分が地域関係者によって提供されていると認められる
もの

三 当該事業の実施が、当該事業が実施される地域の社会的経済的な事情を十分に改善すると
認められるもの

２ （略）

３ （略）

４ 知事は、認定の申請に係る事業に伴う環境への影響が十分に回避され、最小化されていな
いと認められる場合には、第一項の認定をしてはならない。

５ （以下略）

地域のエネルギー活用基本条例案
（法案作成講座第8期）

エネルギー自給率100％ゲーム

http://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/general/actual/

省エネ・再エネ投資オプションを
選択して、2060年に、八千代市で
エネルギー自給率100％を目指し
てください。

その際、投資余裕額・物理的余裕
量が赤字にならないように投資単
位量を決めてください。

投資余裕額：八千代市の消費支出
の1％以内
物理的余裕量：八千代市の土地利
用、住宅更新の制約

ランダムにイベントが起こります。



エネルギー自給率100％ゲーム

省エネ・再エネ投資オプション 投資単位
投資単位当た
り投資額（万

円）*
効果(TJ)

TJ単価（万
円／TJ）

A 住宅省エネ（窓断熱・LED照明化・省エネ家電など）100軒 2500 3.346 747
B 住宅太陽光(10KW未満） 100軒（4kW） 14160 1.690 8377
C 住宅太陽熱 100軒 5000 0.800 6250
D 事業用太陽光(10KW）域内出資100% 100か所（1000kW） 26220 4.762 5506

E 事業用太陽光(10KW）域外出資90％ 100か所（1000kW） 2622 4.762 551

F ソーラーシェアリング 10か所（11.76kW） 3894 0.497 7836
*技術革新で下がっていきます

住宅省エネ（窓断熱・LED照明化・省エネ家電など） 20000

住宅太陽光(10KW未満） 20000

住宅太陽熱 20000

事業用太陽光(10KW以上）域内出資100%
事業用太陽光(10KW以上）域外出資90％
ソーラーシェアリング 640500

参考物理量
新築住宅の約10年間累計（軒）

新築住宅の約10年間累計（軒）

新築住宅の約10年間累計（軒）

3149000 宅地面積の1/10＋耕作放棄地面積（m

農地の20分の1（m
2
）

第1回決定
2018－2029

イベント

第2回決定
2030－2039

イベント

第3回決定
2040－2049

イベント

第4回決定
2050－2059

イベント

結果確認

エネルギー自給率100％ゲームからわかること


